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１．はじめに─問題の所在 
 「言語と思考様式とが相互規定関係を持つ」という言明は，心理言語学で指摘されているように，

言語・思考様式それぞれを定義・限定した上でなければ，証明も反証もできない非常に漠然とした

言明にすぎない（今井 2000）。しかしながら，日本語教育学では，1975 年頃に，言語と思考様式と

は相互に規定関係であると述べ，それを根拠に，日本語学習者に日本・日本人の思考様式の習得を

求める言説が複数存在した。その代表例である宮地（1975）は，言語と思考様式とに関連があると

いうことを，「正しい事実」であるかのように述べ，その「正しい事実」を提示することによって，

日本語学習において，日本人の思考様式の習得が必要かつ当然であるかのように主張する。ここに

は，曖昧だが反証の難しい根拠をもとに，日本語学習者への日本人の思考様式の刷り込みを正当化

するという問題が存在する（牲川 2004a）。 
こうした問題のある言説は，説明のための道具立てとして，国家・国民・民族が固定的な思考様

式をもつ，思考様式と言語とは何らかの関連性をもつ，という前提を必要とする。こうした道具立

てはいつどのように現れたのか，また，宮地と同様の問題は別の時期にも見られたのか。これらを

明らかにすべく，本研究では，学術雑誌『日本語教育』30 年分を対象に，日本語教育学において日

本語教育学研究者が「思考様式」をどのように意味づけてきたのか，その意味づけの変遷を記述す

る。なお，1962 年から 80 年については，すでに牲川（2004a，b）で分析した。今回の報告では，

対象時期をさらに延長し，より長期的・包括的な視点から，意味内容の変化の傾向を捉えたい。 
 
２．研究方法 
２．１．方法と分析データ 
 本稿では，Krippendorff（1980＝1989）を参照し，言説の意味内容についての内容分析を行う。 
 具体的な手順は，まず，学術雑誌『日本語教育』の 30 年分（１号（1962 年 12 月）～75 号（1991
年 11 月））の論文から，「考え方」「発想様式」「心性など」，「思考様式」に類する語を含む文とそれ

を意味づける文脈（以下，「思考様式言説」）を抜粋した。 
次に，宮地の【日本人の思考様式が日本語と関連していることを根拠に，日本語学習者に対し，

日本人・日本の思考様式の学習・理解を求めること】という言説内容と比較するため，以下の手順

でさらに分析対象を絞った。 
１） 思考様式が，国家・国民・民族単位で，固定的に捉えられている文脈 
２） 思考様式が，言語と何らかの形で関連づけられている文脈 
３） 上の２条件のいずれかに当てはまるもののうち，論文筆者自身が意味づけを行っている文

脈。（ただし，一論文内であっても，明らかに意味づけの異なる文脈だと判断された場合，別の文脈



とした。） 
この操作の結果，記述単位として合計 90 件を得た（表１参照）。 

 

 
 
２．２．分類基準 
意味内容の差異，変化を解明するために，記述単位 90 件を以下のように分類した。 
１） 言語と思考様式とが何らかの形で関連づけられているか否か。 



 ２） １）で関連づけありと判断された記述について，関連づけの内容が説明されているか否か。

説明の有無については，影響関係，時間的な前後関係，発生・被発生関係，完全に一致した関係な

ど，図示しうる程度の説明がなされている場合，説明有とした。 
 ３） 日本語学習者に対し，日本・日本人の思考様式の習得・知的理解を求めているか否か（本

報告では，この求めを，「同化傾向」と呼ぶ）。 
 以上の分類基準を組み合わせると，ＡからＦの６カテゴリーが得られる（表２）。 
 それぞれのカテゴリーが示す意味は以下の通りである。 
 A 言語とは無関係に，国民・民族・国家単位の思考様式の存在を示す意味内容 
 B 言語と思考様式とを説明なしで関連づけている意味内容 
 C 言語と思考様式とを説明つきで関連づけている意味内容 
 D 言語と思考様式とを説明つきで関連づけ，かつ，「同化傾向」のある意味内容 
 E 言語と思考様式とを説明なしで関連づけ，かつ，「同化傾向」のある意味内容 
 F 言語とは無関係に，「同化傾向」のある意味内容 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
３．分析結果と考察 
 カテゴリーで分析した結果を，年ごとにまとめると（表３），以下の結果を読み取ることができる。 
 １）言語と思考様式とを関連づける意味づけ（Ｂ・Ｃ・Ｄ・Ｅ）は，1973 年に急増する。また，

それらの意味づけは，特に 1973 年から 75 年にかけて集中して現れる。 
２）説明なしで関連づける意味づけ（Ｂ・Ｅ）は，1968 年以降，ほぼ継続して表れる。 
３）説明つきで関連づける意味づけ（Ｃ・Ｄ）は，1973 年から 75 年に特に集中しているが，そ

れ以降も散発的に出現する。 
４）言語と思考様式を関連づけ，かつ「同化傾向」のある意味づけ（Ｄ・Ｅ）は，1973 年から 82

年に集中して現れる。 
５）言語と思考様式とを関連づけずに，「同化傾向」のある意味づけ（Ｆ）は，1976 年から 80 年

に集中し，また，86 年以降にも現れる。 
 
４．結論と今後の課題 
 この分析結果を総合すると，1968 年以降，言語と思考様式とを関連づけようとすること自体は，

分析対象時期に継続していること，ただし，両者の関連を説明しようとしたのは，特に 1973 年から

83 年頃に限られていること，両者を関連づけた上で，日本・日本人の思考様式の理解・学習・習得

を求める傾向も，ほぼ同時期に限られること，86 年頃以降は，両者を関連づけないが，日本・日本

人の思考様式への「同化」を求める傾向は存在したこと，がわかった。今後は，それぞれの記述内

容の質的分析と，1992 年以降から現在までの意味内容分析とを行った上で，意味内容の変化がおこ

った原因を，日本語教育学を取り巻く社会的・政治的状況などを踏まえ解明していきたい。 
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